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地下占用物連絡会議の設置

資料１



地下占用物連絡会議の設置

その他道路（道路法）道路と交差等※
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道路メンテナンス会議
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【メンテ会議の
下部組織】

＜事務局＞
国道事務所

新たに
設置

※ 交差の他、縦断的に重なる施設を含む

道路管理者と地下占用事業者が、相互の点検計画や点検結果を共有するほか、道路陥没を防ぐ
取組の情報共有などを行う場を、道路メンテナンス会議の下部組織として設置。



＜地下占用物連絡会議の概要＞

■地下占用物連絡会議の位置付け

・「道路メンテナンス会議」の下部組織として設置

・事務局は各都道府県の道路メンテナンス会議とりまとめ国道事務所

■対象施設

・高速道路、直轄国道、公社道路、補助国道、都道府県道、市町村道に関係する道路地下

の鉄道施設、通信関係施設、電力関係施設、ガス関係施設、上下水道施設、その他必要と認

める施設

■メンバー

・上記「対象施設」の占用者及び関係する道路管理者

■調整・共有内容

・占用者による当年度の点検計画・前年度の点検結果

・道路管理者による路面下空洞調査結果

・前年度の道路陥没実績、陥没箇所の措置事例

・その他、道路陥没対策に寄与する情報等

■開催頻度

・年１回を基本とし、必要に応じて適宜開催

地下占用物連絡会議の概要



（参考）道路メンテナンス会議

○ 関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的
な老朽化対策の推進を図ることを目的に、「道路メンテナンス会議」を設置。

※平成26年7月7日までに全都道府県で設置

・地方整備局（直轄事務所）

・地方公共団体（都道府県、市町村）

・高速道路会社（NEXCO ・首都高速・

阪神高速・本四高速）

・道路公社

体制

１．維持管理等に関する情報共有

２．点検、修繕等の状況把握及び対策の推進

３．点検業務の発注支援（地域一括発注等）

４．技術的な相談対応 等

役割

会議状況
（令和5年11月29日 鹿児島県道路メンテナンス会議）









会議規約改正案

資料２



北海道上川地方地下占用物等連絡会議規約（案）

（名 称）

第１条 本会は、「北海道上川地方地下占用物等連絡会議」（以下「地方連絡会議」と

い

う。）と称する。

（目 的）

第２条 地方連絡会議は、道路法第２８条の２の規定及び北海道地下占用物等連絡会

議規約第６条の規定に基づき設置するもので、北海道上川総合振興局管内（以下「上

川地方」という。）の各道路管理者及び地下占用物件等の占用者において、定期的

に相互の点検・調査の計画・結果を共有するほか、道路陥没を防ぐ取組などを連携

して実施することにより、占用物件に起因する道路の構造や交通への支障等に適切

に対応することを目的とする。

（調整・共有事項）

第３条 地方連絡会議は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事項につい

て調整・共有を図るものとする。

（１） 占用者による当年度の点検計画・前年度の点検結果

（２） 道路管理者による路面下空洞調査結果

（３） 前年度の道路陥没実績、陥没箇所の措置事例

（４） その他、道路陥没対策に寄与する情報等

（組 織）

第４条 地方連絡会議は、本会議及び幹事会により構成し、第２条の目的を達成する

ため、上川地方における高速自動車国道、一般国道、北海道道及び市町村道の各道

路管理者並びに地方連絡会議が必要と認める者で組織する。

２ 本会議の議長は、旭川開発建設部調査官とし、本会議を代表するとともに会務を

総括する。

３ 本会議は必要に応じ議長がこれを招集する。

４ 幹事会の幹事長は、旭川開発建設部公物管理課長とする。

５ 幹事会は幹事長がこれを招集する。

６ 地方連絡会議の構成は、「別表」のとおりとする。

ただし、必要に応じ議長が指名する者の出席を求めることができる。

（会議の開催）

第５条 地方連絡会議の開催は、年に１回を基本とし、必要に応じて適宜開催する。

改正案



（事務局）

第６条 地方連絡会議の事務局は、旭川開発建設部公物管理課に置き、地方連絡会議

の円滑な運営にあたるとともに議事録を整理する。

（規約の改正）

第７条 本規約の改正等は、地方連絡会議の審議・承認を得て行うことができる。

（その他）

第８条 本規約に定めるもののほか、必要な事項は、その都度地方連絡会議において

協議し定めるものとする。

（附 則）

本規約は、令和７年７月２８日から施行する。

（附 則）

本規約は、令和８年８月２４日から施行する。



１．道路管理者

所 属 役 職

1 北海道開発局旭川開発建設部 調査官 （議長）

2 北海道開発局旭川開発建設部 公物管理課長

3 北海道開発局旭川開発建設部 道路整備保全課長

4 北海道開発局旭川開発建設部 道路防災推進官

5 北海道旭川建設管理部 道路課長

6 北海道旭川建設管理部 維持管理課長

7 東日本高速道路(株)旭川管理事務所 工務担当課長

8 旭川市 土木部土木事業所長

9 旭川市 土木部土木管理課長

10 士別市 都市環境課 都市環境課長

11 名寄市 建設水道部都市整備課長

12 富良野市 都市施設課長

13 鷹栖町 建設水道課長

14 東神楽町 建設水道課長

15 当麻町 建設水道課長

16 比布町 建設課長

17 愛別町 建設管理課長

18 上川町 建設技術課長

19 東川町 都市建設課長

20 美瑛町 建設水道課長

21 上富良野町 建設水道課長

22 中富良野町 建設水道課長

23 南富良野町 建設課長

24 占冠村 建設課長

25 和寒町 建設課長

26 剣淵町 建設課長

27 下川町 町民生活課長

28 幌加内町 建設課長

29 美深町 建設水道課長

30 音威子府村 経済課長

31 中川町 建設水道課長

上川地方地下占用物等連絡会議構成員名簿

別表



２．地下占用物占用者

所 属 役 職

32 旭川市水道局 上下水道部維持管理課長

33 士別市 建設水道部都市整備課長

34 名寄市 上下水道室 工務課長

35 富良野市 建設水道部上下水道課主幹

36 鷹栖町 建設水道課長

37 東神楽町 建設水道課長

38 当麻町 建設水道課長

39 比布町 建設課長

40 愛別町 建設管理課長

41 上川町 建設技術課長

42 東川町 都市建設課長

43 美瑛町 建設水道課長

44 上富良野町 建設水道課長

45 中富良野町 建設水道課長

46 南富良野町 建設課長

47 占冠村 建設課長

48 和寒町 建設課長

49 剣淵町 建設課長

50 下川町 町民生活課長

51 幌加内町 建設課長

52 美深町 建設水道課長

53 音威子府村 経済課長

54 中川町 建設水道課長

55 北海道電力ネットワーク株式会社 道北統括支店電力部送電グループ長

56 ＮＴＴ東日本株式会社（株式会社ＮＴＴ－ＭＥ）
北海道ブロック統括本部サービス運営部門
運営企画担当課長

57 エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社
北海道事業部エリアマネジメント担当
ドコモグループ

58 ＫＤＤＩ株式会社
東日本運用センター 線路1グループ
札幌南ネットワークセンター長

59 株式会社ドコモＣＳ アクセスネットワーク構築部長

60 ソフトバンク株式会社
ｴﾘｱ建設本部 ｴﾘｱ戦略統括部
ﾈｯﾄﾜｰｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部 ｱｸｾｽﾈｯﾄﾜｰｸ課長

61 北海道総合通信網株式会社 旭川サービスセンター長

62 ビー・ビー・バックボーン株式会社 プロダクト技術開発部 SE課長

63 旭川ガス株式会社 生産供給本部供給部導管工事グループ課長

64 旭川ケーブルテレビ（株） 代表取締役社長



所 属 役 職

65 北海道開発局（農林水産省） 旭川開発建設部公物管理課農業スタッフ

永山土地改良区 理事長

66 当麻土地改良区 理事長

67 大雪土地改良区 理事長

旭川土地改良区 理事長

68 美深土地改良区 理事長

69 てしおがわ土地改良区 工務部長

70 下川土地改良区 理事長

幌加内土地改良区 理事長

71 富良野土地改良区 理事長

72 空知川上流土地改良区 理事長

73 しろがね土地改良区 理事長

74 東和土地改良区 理事長

美瑛土地改良区 理事長



（１）下水道法等の一部改正について

資料３



●下水道法等の一部を改正する法律案
背景・必要性

法案の概要

○ 令和７年１月に埼玉県八潮市で老朽化した下水道管の破損に起因する大規模な道路陥没事故が発生。施設の老朽化、
職員数の減少等を受け、下水道の事業環境は厳しさを増している状況。

○ 下水道管路をはじめとする道路下の埋設物について適切な維持管理が必要。
⇒ 強靱で持続可能な下水道の実現に向けた維持管理・改築の実施及び事業基盤の強化、安全かつ円滑な道路交通を確保
するための措置を講ずる必要。

１．安全性確保を最優先する下水道マネジメントの確立

埼玉県八潮市の事故現場（令和７年１月31日）

①確実な老朽化状況の把握 【下水道法】
老朽化に伴う管路の安全性（状態と対策の要否）を評価する診断の基準を法制化
下水道管理者は診断結果等の維持管理の状況を公表

ドローンを活用した
点検・診断のイメージ

下水道の構造について、点検・修繕・改築や災害・事故時の応急措置の容易性（複線化等）を考慮すべきことを原則化
②下水道の戦略的な再構築 【下水道法】

下水道管理者は施設の計画的な改築を実施、収支見通しを公表
複線化のイメージ▲

下水道の点検に関して道路管理者の協力が必要
な事項を下水道の事業計画に位置づけ

③道路管理者との連携強化 【下水道法】【道路法】

（空洞探査車による調査） （貫入試験による調査）

▼路面下空洞調査の実施例

①道路占用者と道路管理者の連携強化 【道路法】

占用許可申請書の記載事項に占用物件の維持管理に関する事項を追加
道路の地下に埋設する占用物件の工事完了時の届出（竣工図等の提出）を義務付け

２．道路地下空間の安全性確保

道路占用者と道路管理者との間で「占用物件等維持修繕協定」を締結し、道路や占用物件の
点検や修繕等を連携して行うことができる制度を創設

②占用許可制度の見直し 【道路法】

※道路占用者：道路管理者の許可を受けて施設等を
設置し、道路空間を継続使用する者（下水道管理者等）

(本来は市町村が管理する)公共下水道を都道府県（都道府県加入の一部事務組合等を含む）が管理できる特例や、
管理者間の協議により点検・修繕・改築を他の自治体が代行できる制度を創設

３．下水道マネジメントを支える基盤の強化

法律の目的に「下水道の基盤の強化」を明示するとともに、国の基本方針を創設

災害・事故時における都道府県による公共下水道の復旧工事の代行制度を創設するとともに、
災害時の関係者連携の責務を明確化

複数の下水道管理者の連携を推進するため、都道府県が広域連携推進計画を策定する制度を創設

改築資金を含む下水道使用料の算定の考え方を明確化

①下水道の基盤強化・広域連携の推進 【下水道法】

②下水道区域の見直し 【下水道法】
人口減少を踏まえた下水道区域の見直し（集合処理から個別処理への転換）に必要な規定の整備

【都道府県】広域連携推進計画
流域下水道

A公共下水道 B公共下水道

複数の下水道管理者の連携

・事業運営の一体化 ・管理代行
▲広域連携のイメージ

※併せて、政令等で定める点検の頻度・方法の基準を見直し

【施行期日】 公布の日から６月以内施行



下水道管理者と道路管理者の連携強化 道路占用者と道路管理者の連携強化
改正の背景・必要性

下水道の点検に関し道路管理者の協力が必要な事項を下水道の事業計画に記載することができる制度を創設

（記載にあたっては道路管理者への協議か、法定協議会
※
での協議が必要） ※道路管理者や道路占用者等で構成

路面下空洞調査の共同実施や地盤情報の提供等、下水道管理者の点検に道路管理者が協力

下水道管理者と道路管理者の連携強化

道路占用者と道路管理者の連携強化

● 「下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会」での議論

では、占用者と道路管理者の協力体制は現状では十分とはいえないとの指摘がなされた

道路陥没のメカニズム例

埼玉県「八潮市で発生した道路陥没事故に関する
原因究明委員会」最終報告書「シナリオ2」より
抜粋、一部改変

路面下空洞調査

改正概要

● 道路や占用物件の維持・修繕に関する費用負担等について、現行制度では柔軟な取り決めを
行うことが困難であり、道路占用者と道路管理者が効率的かつ柔軟に連携して取組を進める
ことができないおそれがある

法定協議会の例
（地下占用物連絡会議）

道路占用者と道路管理者が「占用物件等維持修繕協定」を締結できる制度を創設

道路や占用物件の維持・修繕に関する費用負担について、道路法上の規定に関わらず取り決めること等が可能に

（道路占用者：道路管理者の許可を受けて施設等を設置し、道路空間を継続使用する者（上下水道、電気、ガスの事業者
等））

道路空間を占用する各種施設

【下水道法等の一部を改正する法律案】



占用許可制度の見直し

改正概要

● 占用手続きの中で占用物の維持管理の内容を正確に把握できていない
・ 長期にわたって地下に埋設される占用物件の維持管理が適切に行われていなかった場合、

道路利用者や道路交通に多大な影響が生じるおそれがある

電柱、電線、水道管、下水道管、ガス管等の占用許可申請書の記載事項に占用物件の維持管理に関する事項を追加
道路管理者が占用物件の点検計画を把握可能に

● 地下施設の正確な位置情報把握ができていない
・ 事故発生時の即応に課題
・ 今後、地下空間情報のデジタル化・統合化を進めるべきところ、竣工図面が道路管理者に共有される仕組みとなっていない

改正の背景・必要性

道路の地下に埋設する占用物件について工事完了時の届出（竣工図等の提出）を義務付け
道路管理者が正確な位置情報を把握可能に

占用許可制度の見直し

埼玉県「流域下水道管の破損に起因する道路陥没
事故に関する復旧工法検討委員会」第1回資料より

八潮の道路陥没箇所の地下埋設物の状況
（断面図）

【下水道法等の一部を改正する法律案】



（２）令和７年度の点検実施状況

資料４



点検実施状況の整理について

１）路面下空洞調査

○ 令和７年度の国管理道路における路面下空洞調査について整理

○ 事例があれば、他の道路管理者による路面下空洞調査も対象とすること

２）地下占用物の点検状況

○ 電柱を新たに報告対象に追加したほか、昨年度に引き続き、令和7年度の主な地下占用

物（電力、通信、ガス、水道、下水道）を対象に整理

○ 次年度以降は、対象とする占用物の見直しや、共有する内容の充実化などを必要に応じ

て検討

３）その他

○ 道路管理者と道路占用者の連携による道路地下空間マネジメントの実現にむけ、「全国

統一型の占用関連システム」が4月より一部運用開始となり、今後、同システムにおいて

道路占用者の点検結果等の情報も管理できるように検討しているほか、地下占用物の点

検情報等をはじめ､路面下空洞調査の結果や道路陥没履歴などの情報をデジタル化した

上で統合化する「道路空間情報プラットフォーム」の構築を検討



路面下空洞調査（国管理）の実施状況

北海道内における国管理道路の路面下空洞調査の実施状況

※１ 路面下空洞調査を実施した車線の合計延長
※２ 探査車により空洞の可能性がある信号を検知した箇所＜概要＞

調査等の手法等：電磁波（レーダ）による空洞調査
調査等の頻度：５年に１回（地下埋設物の状況などに

応じて頻度を短縮）

補修状況：国道12号（札幌市）

令和７年度

管理延長道路管理者

うち補修箇所数空洞確認箇所数※２調査延長※１

62箇所531箇所1,307km6,905km北海道開発局

18箇所32箇所22km760kmうち旭川開発建設部



令和７年度対象施設数

道路管理者 マンホール洞道

マンホール洞道 措置済
箇所

不具合
箇所

実施
箇所

措置済
箇所

不具合
箇所

実施
区間

0箇所0箇所2,401
箇所

0箇所0箇所4区間5,546箇所12区間全管理者

＜概要＞
調査等の手法等：目視調査
調査等の頻度：原則２年に１回

北海道内における電力施設※１の点検実施状況※２

※１ （一社）送配電網協議会参画企業
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

主な地下占用物の点検状況（電力事業者）

点検状況（マンホール壁面モルタル剝離確認）
札幌市道（北海道札幌市）

補修前 補修後（壁面補修）



北海道内における通信施設※１の点検実施状況※２

＜概要＞
調査等の手法：潜行目視、360°カメラ
調査等の頻度：概ね5年もしくは10年に１回

令和７年度対象施設数

道路管理者 マンホール洞道

マンホール洞道 措置済
箇所

不具合
箇所

実施
箇所

措置済
箇所

不具合
箇所

実施
延長

0箇所2箇所11,055
箇所

0箇所0箇所8.1ｋｍ53,317箇所34.7ｋｍ全管理者

主な地下占用物の点検状況（通信事業者）

※１ ＮＴＴグループ
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

点検状況写真



令和７年度

対象施設延長道路管理者

措置済箇所不具合箇所実施延長

０箇所０箇所１３６km１，５６８km全管理者

旭川開発建設部管内におけるガス施設※１の点検実施状況※２

＜概要＞
調査等の手法等：道路上からのガス検知器による調査
調査等の頻度：「ガス工作物の技術上の基準を定める

省令（漏えい検査）第五十一条）」による

主な地下占用物の点検状況（ガス事業者）

※１ （一社）日本ガス協会参画企業
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有



令和７年度

対象施設延長道路管理者

措置済箇所不具合箇所実施延長

130箇所160箇所4,080km4,861km全管理者

＜概要＞
調査等の手法等：路上からの異常把握や空気弁等での音聴調査
調査等の頻度：水道法施行規則第１７条の２により、適切な時期

に点検を実施

旭川開発建設部管内における水道施設※１の点検実施状況※２

主な地下占用物の点検状況（水道事業者）

※１ 上水道と簡易水道
※１ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

音聴調査 北海道（札幌市）



令和７年度

対象施設延長道路管理者

措置済延長不具合延長実施延長

0ｋｍ0.015ｋｍ116.536km1,086.819km全管理者

＜概要＞
調査等の手法：施設内からの目視や機材による調査
調査等の頻度：下水道法施行令第５条の１２第２号により、

適切な時期に点検を実施

旭川開発建設部管内における下水道施設の点検実施状況※１

主な地下占用物の点検状況（下水道事業者）

※１ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

TVカメラによる管内の詳細調査 北海道（札幌市）

【内面修繕工（クラックA）施工後】



令和７年度の電柱不具合処置数

令和７年度
電柱点検実施数

施設総数
（電柱本数）

道路管理者

処置本数 令和７年度以降の
更新（建替）本数

令和７年度の
更新（建替）本数

0本131本131本477,751本1,039,132本全管理者

＜概要＞
調査等の手法：目視調査
調査等の頻度：原則２年に１回

北海道内における道路内の電力柱※１の点検実施状況※２

主な地下占用物の点検状況（電力事業者〔電柱〕）

※１ （一社）送配電網協議会参画企業
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有



令和７年度の電柱不具合処置数

令和７年度
電柱点検実施数

施設総数
（電柱本数）

道路管理者

処置本数 令和７年度以降の
措置本数

令和７年度の
措置本数

46本30本76本139,210本624,650本全管理者

＜概要＞
調査等の手法：目視調査、MMS調査

北海道内における道路内の電信柱※１の点検実施状況※２

主な地下占用物の点検状況（通信事業者〔電柱〕）

※１ ＮＴＴグループ
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有



道路管理者と地下占用者における点検情報等の共有化について

点検結果の共有化

［道路管理者⇔地下占用者］

［対応例①］

占用物の点検により管路の
腐食や漏水を確認

空洞調査との比較

必要に応じて、占用物の点
検や補修の前倒しなどを相
互に調整

点検の効率化・空洞の早期発見・陥没の防止

［道路管理者・地下占用者が相互に対応］

［対応例②］

空洞調査により空洞（経過
観察レベル）を確認

占用物の点検結果との比較

必要に応じて占用物の点検
や補修の前倒しなどを相互
に調整

［対応例③］

要因不明の道路陥没の情
報

空洞調査や占用物点検結
果と比較

必要に応じて空洞調査、占
用物の点検や補修の前倒し
などを相互に調整



（３）占用工事における猛暑時間の
施工回避について

資料５










